
名古屋港管理組合委託業務成績評定要綱 

 

平成２２年９月１日訓第２４号 

（目的） 

第１条 この要綱は、工事施行規程（昭和３９年訓令第１２号。以下「施行規

程」という。）第３３条、第４４条及び第４５条に基づき、本組合が行う委

託業務（設計・調査又は測量を委託する業務をいう。以下同じ。）に係る成

績評定について必要な事項を定め、監督職員及び検査職員が評定を厳正かつ

適切に実施することにより、委託業務に関する技術水準の向上に資するとと

もに、受注者の適正な評価及び指導育成を図ることを目的とする。 

（評定の対象） 

第２条 委託業務成績の評定（以下「評定」という。）は、一件の契約金額が

１００万円以上の委託業務について行うものとする。 

（評定者） 

第３条 評定を行う者（以下「評定者」という。）は、総括監督員、主任監督

員及び検査職員とする。 

（評定の時期） 

第４条 評定の時期は、総括監督員及び主任監督員にあっては、業務が完了し

たとき、検査職員にあっては、完了検査を実施したときとする。 

（評定の方法） 

第５条 評定は、委託業務ごとに独立して行うものとする。 

２ 評定は、監督又は検査により確認した事項に基づき、評定者ごとに独立し

て的確かつ公正に行うものとする。 

３ 評定結果は、委託業務成績採点表（別紙様式）に記録するものとする。 

（評定結果の提出） 

第６条 評定者は、前条の規定により作成した委託業務成績採点表を、建設部

長に提出するものとする。 

（評定結果の通知） 



第７条 建設部長は、別に定める名古屋港管理組合委託業務成績評定通知実施

要領（平成２２年訓第２５号。以下「評定通知実施要領」という。）により、

委託業務の受注者へ評定結果を通知するものとする。 

（説明請求） 

第８条 前条による通知を受けた者は、評定通知実施要領の定めるところによ

り、当該評定について説明を請求することができる。 

（評定結果の修正） 

第９条 評定者は、第７条の通知をした後に評定を修正すべきと認めるときは、

評定を修正するものとする。修正された評定の取扱いについては、第６条か

ら前条まで、次条及び第１１条の規定を準用する。 

（受注者に対する指導） 

第１０条 委託業務を主管する部長（理事、総務部危機管理監、担当部長及び

参事を含む。）は、評定点合計が６０点未満となった委託業務の受注者に対

して、評定の内容を説明し、改善のための指導を行うものとする。 

（評定結果の公表） 

第１１条 建設部長は、第７条に規定する評定結果の通知を行ったときは、そ

の評定結果を公表するものとする。 

附 則 

この訓は、平成２２年９月１日から施行する。 

  附 則（令和５年訓第１１号） 

この訓は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年訓第９号） 

この訓は、令和７年４月１日から施行する。 

 


